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　前節の議論でとくに断わっていたように，意思決定者が合理的であるかど
うか，ということについてはわざわざ留保していたのであったが，本節にお
いては，かかる意思決定者の不確実性下における合理的行動を，組織の計画
化（Planning）を媒介にして考えてみたいと思う。すなわち，本稿の目的
は，組織が，不確実な世界に直面したときにとられる合理的行動とはなにで
あろうかについての箪者なりの検討を試みることである。重要なことは，こ
ういつた課題に答えるためには，計画化の概念と切り離してはまともな議論
はなしえないであろうという観点の導入が必要であろうということである。
したがって，ここで問題にしたい論法は，不確実性一合理的行動一計画
化という三位一体として考えてよいだろう。合理的行動を行なうことを意図
しk組織がインプットとして：不確実性をとり入れたとき，計画化をアウトプ
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ットとして出す，と考えてみることもできる。本節のテーマは古くしてかつ
なおも斬新さを失わぬ魅力あふれるものの一つであるだけに，その仕事の前
途は決して容易なものではないことが予想される。
　計画化とは，将来の時点に備えて，現在時点の行動を決定するための指図
であ．るが，将来のあらゆる時点において予想される一切の事象がなんらの不
確定要因もなく完全に見通せるならば，およそ意識的に行なう計画化という
用具は必要ないであろう。Controllableな不確実性に加えてUncontrollable
な不確実性が，組織の意思決定にまつわりつくから，計画化がどうしても必
要なのである。不確実性減少のための重要な用具として計画化を採用するこ
とは，意思決定者の合理的行動にとりきわめて自然なことである。合理性
（Rationality）とは結局のところ，手段と目的とのバランスをどう保つかと
　　　　　　　　　　　　　（1）いうことに帰するのであるが，旧稿でみたように，手段の選択が情報収集し
た後で確率論的になされるという我々のフレームからすれば，定められた目
的に対して適切になされる手段の選択のための情報収集ならびにその縮約，
整理すなわち，情報の複雑性（Complexity）に対処することこそが，現在時
点の活動を決定するという計画化の意味内容に一致するものであると考える
ことができる。組織の計画化と関連させての本格的な議論は後述することに
　　　　　　　　　（2）するが，さる論者達が不確実性下の合理的行動（個人，組織の両方のばあい
を含む）のかなり綿密な規定をしておきながら，計画化の要素に触れるとこ
ろが少しもないのは不思議ではある。
　合理的行動を正確に議論しようとしても，完全に普遍的レベルで述べるこ
とはできない。というのも，合理性は，個人の場合と組織の場合とでは区別し
て使わなければならないからである。最終要素である個人の，集合体として
（1）　K．　J．　Arrow，　the　first　article，　“Rationality　：　lndividual　and　Social”　in
　I．imits　of　Organi2ation，1974，　p　l5，17．そこで，　Arrowも同じ見解を表明し
　ている。拙稿の意思決：定プロセスを仮に想起されればよい。
（2）村上・熊谷・公文著，r経済体制』岩波，1973．「前編一般理論」においてとくに
　そうである。
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の組織を個人と同一視することはできない。個人の合理的行動を正確に述べ
ようと試みるとすれば，別にいくつかの同時的に満たされるべき合理的要件
　　　　　　　　　　　　　くヨラをつけ加えてやることによって，そのまま適用できるとすることもできる。個
人の場合は比較的容易なのである。しかし，組織の合理的行動となると，一
段と複雑となる。組織的行動が，個人の合理性の領域を広げることができる
と考えられ，事実そうでなければならないからである。組織の目標と，組織
のメンバー各S・O，σ＝1，2，…，π）の目標との調整がいかにして可能かとい
　　くり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ
うこと，および個人の組織への（継続的）参加の期待がいかにしてつくり出
されるかという誘因についての探求と，組織による資源の配分様式の交代及
び一旦与えられた組織の取引様式の交代のメカニズムの探求は欠かせない。
　組織の合理性を考えるにしてもあまりに一般的なタームで規定することは
できない。H．　A。　Simonは合理性がなんの目的によ1って，だれの価値によ
って判定されるのであろうかという問題に答えて，それを明確にする唯一の
方法が，適当な接頭辞をつけて「合理的」という言葉を用いることであると
　　　　くの説いている。これにならうと，いま問題にしている組織の合理性は，たとえ
ば「客観的」，「意識的」とか「熟考的」等の各接頭辞をつけて表現すること
ができることになろう。こうなると，合理性を云々したい状況の数だけ無数
の合理性が表明できることになる。我々があまりに一般的なタームで合理性
を説明できないとしたのも，その判定規準がなんであるかによって，　「合理
的」であると表明できる状況が多様でありうると考えられるからである。や
やもすれば，経験的合理性の立場からみて理想的であるような行動，いわば
このような意味で客観的といえる合理性の正体を探りたい誘惑にかられるの
（3）村上・熊谷・公文，前掲書30－34ページ。
（4）これが，通常，コンフリクト（対立）の理論とよばれているものの内容をなす。な
　お，Arrowの前出文献の第一論文の彼の議論の申で，ター、ムSocialをOrgani－
　zation（とくにFirm）におさかえれば，個入と組織（企業）に関する立派なコンフ
　リクト論になる。
（5）H．A．サイモン著『経営行動』，ダイヤモンド，工973，79ページ。
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であるが，しかしせいぜい科学者がふみこむことのできるのは，後述すると
ころの経験的であると同時に意図的に合理的といえる，いわば主観的な合理
性の探求であるにすぎないのではなかろうか。容観的な合理性の探求は，そ
もそも意思決定を行なうものが結局は人間であることからくる制約を考慮す
れば，そもそも不可能であり，たとえできたとしても，その内容は完全に空
虚なものとなろう。
　前節の議論から明らかなように，不確実性というものを，意思決定者が情報
をCollectすることによって自らの確率分布に変更をくわえるような状況を
つくりだすもの，と考えていたことを想起すべきである。意思決定のプmセス
においては，情報の収集のStageをへることが不可決であり，　Selectiveな情
報は必須であるのであるから，いかにしても彼が不確実性から脱却できない
ことを暗に想定していたものとしてよい。こういう事態を考慮に入れるなら
ば，改めて組織の合理性と呼ぼうとしたものも，せいぜい意思決定者自身の情
報収集能力の限界および使用できる資源の有限性によって制約された「有限
の合理性」（Bounded　Rationality）でしかないことは，否定のしょうがない。
Simonは，組織がもっとも合理的に企図された人間の結合単位であることを
認めた上で，　「しかし逆説的なことには，構成員がモ完全に合理的なミ人間
（無限に適用可能）であるような組織に関する理論はまずほとんど完全に空
虚である。組織が人間の目標達成のための有益な道具である唯一の理由は，
個々人には知識にも予測力にも，技術にも，時間にも限界があるということ
である。組織作りがミ問題ミになる唯一の理由は単に，組織化された人間集
団には目標について合意し，伝達し，協働する能力に限界があるということ
　　　（6）である。」と述べている。彼の念頭には管理行動における合理性の探求があ
（6）H．A．サイモン著r人間行動のモデル』，同文館，1970，372ページ。これに関連
　して一言つけ加えると，Contingent　Claims　Contractsのごときある種の合理人モ
　デルですら，不確実性下での完全なDecision　Tree（or　Future　Time　Path）を作り
　うるとはとても考えられないから，有限合理性の仮定は，不確実三下の完全合理人の
　モデルのもつ矛盾をつく意味で有用なものである。J．　E．　Mead，　The　Theory　of
　fndicative　Planning，1970における取り扱いはその点参考になる。
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るとはいえ，この指摘は，経済人モデル，経営人モデルの場合であれ，およ
そ合理論はこの前提から出発しなければならない。
　このSimonの「有限の合理性」前提を，独自の内部組織の経済学の展開
のフレームの中で不確実性との関連でもって有用な要素の一つとみなし，独
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　も　くり自の理論化を行なったO．E．　Witliamsonが注目されるし，不確実性と計画
化との含意をContingent　Claims　Contractsの可能性と関連させて議論し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ている　J．E．　Meadの業績も重要である。が，本稿で使う計画化にもたせ
　　　　　　　　　　　　　　（8）た含意は筆者独自のものである。以上のこれら三つの中枢の概念，合理性
一下確実性一計画化の連鎖についての理解は，それぞれが必ずしも関
心領域を同じくするところで論議されてきておらず，したがって何らかの一
貫した体系で述べられてはいないから，その試みも容易なものではない。
Wiiliamsonの議論は，取引（Transactionこれは後述す．る）の構造を‘Or－
ganizational　Failures　Framework’という新しいフレームワークの中で深く
ほりさげることにより，配分様式および取引様式の交代のメカニズムを明ら
かにしょうとしたものであるが，彼の議論には当然にもTransactionの含意
はでてきても，Planning（計画化）の概念がやはり登場することはないのが
不思議であった。　しかし，まもなくこの疑問を一部分解消させることができ
た。というのは，「取引」なる概念が，経済的資源の配分機構としての市
場の機能にのみ関係するものではなく，同じ調整機構としての，　（特に組織
　（9）　　　　　　　　　　　　　　　　。　・　・
資源に対する）内部組織の計画化と無関係ではないこと，および市場を利用
（7）　O．　E．　Williamson，　Markets　and　Hierarchies：　A　nalysis　and　Antitrerst　lm－
　plications，1975．とくにChapter　lと2．筆者は，彼の議論展開によってかなり目
　を開かせられている。
（8）Meadの議論については，　J．　E．　Mead，　The　Controlled　Economy，1971，　Parts
　3を参照されたい。彼のものは，指示的計画との関連で重要な論点を含んでいる6彼
　の論点を十分に生かしたフレームを作る誘惑にかられつつ，果たせずじまいである。
　多分作れるだろう。とにかく，’計画化の概念規定はきわめてむずかしい’ことだけ
　いまわかっている。
（9）この言葉は青木氏のものである。彼によれば，この概念は金融資産，企業内の知識
　のストックおよび権限のストックとしてのヒrラルキーをさす。青木昌彦，「利潤と
　経済時間」　（下），　r思想」，No．616，1975，147ページ。我々のフレームでいえば
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することからくるデメリットを補償するものとしての，計画化による配分と
いう観点から，組織をつくり利用するそもそもの根拠をみようとしたR．
　　　（10）H．Coaseの論法に，合理性一跡確実性一計画化の連鎖の手がかりをみたか
らである。以下では，企業組織の本質にかかわるCoaseの議論をいま関係あ
る限りで整理しておき，以降の展開の足がかりとしたいと思う。
　「取引」とはなんであろうか1。また，「取引費用」　（Transaction　Cost）と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　し　　　　　　　　　　　　　　　　　　　こユ　はなんであろうか。しかし，いま取引そのものの定義はしないでおこう。むし
ろ，「取引費用」がいかなる場合に発生するのか，また，その費用の測度は
なんであるのかをたずねてみる方が近道である。K．　J．　Arrowが取引費用
の主要な源泉として挙げているのは，情報ないし通信の費用である。　これは
我々の言葉でいえば，Selectiveな情報を入手するための費用と解釈すること
ができる。さらに彼の指摘のなかに，取引費用は資源配分様式が市場である
々あるいは権威的な配分機構であるかによってのみ菱化するものである，と
　　　　　　（12）する所がある。ここに，Coaseの議論との接点をみることができよう。Coase
の方は，．市場で取引費用が発生することを当然のことと考えている。合理
人が市場を資源配分の場として利用するときには必らず取引費用が発生す
る。だから，この取引費用を節約しようとする動機から，集団的行動の利点
　金融資産は定義していないから，これに代えて，‘組織の，情報収集能力’をおくこと
　になる。
（IO）　R．　H．　Coase，　“The　Nature　of　the　Firm”，　in　Readings　in　the　Price　Theory，
　1952，彼のこの論文の中の議論が，Williamsonの内部組織の経済学展開の礎石とな
　．っている。Coaseの文献は我々のフレームにとっても絶対に欠かせない。
（ll）取引および取引費用の概念規定の一つの試みが，浅沼万里，　「企業組織の経済分
　析」，　r経済体制論』，第1巻，堅木昌彦編，東洋経済，1977，140ページでみられ
　る。この文献はRH．　KnightからCoaseをえてWilliamsonにいたる一連の企
　業組織分析の適切な解説としてよい。
（エ2）K：．J．　Arrow，‘‘The　Organization　of　Econnomic　Activitジin　Public　Ex．
　penditure　and　Po／icy　Analysis，　edited　by　R．　H．　Haveman／J．　Margolis，
　1970，P．68，もっとも，この論文でのArrowの関心はMarket　Failuresであるか
　ら，組織における配分様式や取引様式の交代のメカニズムそのものについての論及億
　ないξ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）を実現するために組織がつくられるのだと彼は分析する。組織は，何らかの
権威による資源配分の様式を採用し，市場の配分機構からとって代る。したが
って，取引費用は，市場の場合にくらべて節減されることとなる。かかる費用
への対処は，主として組織による計画化を通して実行される。Coaseの考え
方に従えば，我々のいうAutomaticな情報はもはや考慮する必要がなくな
る。というのも，彼はPrice－Typeの価格情報の入手のための費用も，取引費
用の中に含めているからである。実際，大量の価格性シグナルを授受するため
の総費用は，経済システムの情報構造が複雑化するにつれて高くなる傾向に
あるから，組織をつくることによって，Real　Unitにかかわる，物的Output
やInputについてどんな価格が成立しているかという価格発見のための費用
を節約しようとする動機が発生することは十分に理解できる。もっとも，総
費用はふえても，かかる費用への節約動機と相まって単位費用でみれば減少
していく傾向，すなわち，情報費用の規模の経済性を見出しうるであろうこ
とは否定できない。彼はそのほか，絶えず売買契約を短期的に更新するため
の費用も含めている。これも組織をつくることによって節約の可能なもので
あろう。組織（とくに企業組織）は，そうでなければ発生する取引費用をい
かに小さくしうるかを考慮しなければならないと同時に，：不可避的な取引費
用をいかに処理するかというジレンマに遭遇することとなる。取引費用を節
約しようとする努力（Effort）が，組織をつくることによって市場を利用し
ようとする努力のことなのであり，一方避けることのできない，いわば動かす
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14）ことのできない大きさの取引費用をいかに処理するかというもう一つの努力
が主として計画化を利用しようとする努力なのではあるまいか。後者でいう
所与の大きさの取引費用の処理にはつねに情報の複雑性，つまり情報収集な
（13）この組織成立の根拠づけには，ArrOwのそれに一脈通つるものがある。　K．　J．
　Arrow，　op．　cit．，　p　33．
（14）この‘努力’は，すでに触れた，「一Uncertaintyは決してゼロにはなりえない」
　という制約から必要となるという含意がある。
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らびに縮約，整理を効率的に行なうための資源を必要とするが，我々のモデ
ルでは，資源利用のための費用が，意思決定者（ここでは組織）が初期にも
つ資源（収集能力が主）を費消することと同じと考えているから，情報を売
買するための何らかの金銭的授受のシステムを考慮してはいないことを念の
ため断っておかねばならない。
　取引費用の測度とはなにであろうか。取引費用の何らかの測度によって，
組織の効率性をも測定できるのであろうか。すでに，前稿において，入手す
る情報束を投入した状態での期待価値EV（sゴ）”（ブー1，2，…，のと情報束の入
手のために実際に投下した資源の大きさR（《Ro）との比率，
　　　　　　　　　　　　　　EV　（sD　”　／ft
を，環境がπのときの，情報の入手の効率性の測度としていたが，これを取
引費用の有効性の測度，したがって組織の効率性を測る主要因とみなすこと
ができる。しかし，もう少し広義に解釈するとなれば，組織の効率を測る尺
度は，情報入手にのみ関係した取引費用の有効性測度のみならず組織自体の
ヒエラルキー構造に依存してきまるとした方がよいと思われる。これについ
て信後述する。取引費用の存在は，確実性下の計画化が不確実性によって不
透明にされることによる。不確実性の制約の下で，こうして決定される組織
の効率は，後述するところの計画化にもたせた固有の計画化の内容に大きく
影響することになる。
　ところで，価格メカニズムの研究者は，市場における調整過程そのものを
取り上げて解明を試みようとはしないと同様に，企業理論の研究者は，企業
内部における計画的調整の過程そのものを解明しようとはしてこなかった。
こういつた背景が，経済学からの組織問題への接近を遅らせてきたものとい
えるのであるが，それに加えて，かってある論者が指摘したように，たてら
れた一組の仮説が，処理しやすいものかどうか，またそれが現実の世界に結
びついているかどうかについての吟味がなされてこなかったという事情も否
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定できない。その意味からすれば，Coaseはすでに早くから「現実の世界」
における企業の意味をさぐろうとしていたにちがいない。我々のフレームワ
ークとCoaseの分析の主たる相違点はAutomaticな情報としての価格性情
報はもはや自動的なものでなくなり，したがってその入手のために何らかの
資源の投入を必要とするSeSectiveな情報のみを問題とするという点であ
る。これがそもそも取引費用を発生させる主たる根拠となっている。これは
すぐれて現実的な想定である。本来のAutomaticな情報に特有のHayek
的情報の経済性がもはや不能におちいっていることを示すものであると解釈
してよい。われわれのフレームではすでに資源投入を必要とする情報（Sele－
ctiveな情報）の存在を仮定しているのであるから，いわゆる完全情報的な
市場システムの体系を最初から放棄していることはいうをまたない。すなわ
ち，問題の出発点は最初から，情報についていう‘市場の不完全性’なのであ
る。一切の情報入手には費用が伴うという，市場の不完全性という現実的な
仮定にたった上で，企業組織による，市場を通さない権威的な資源配分，い
いかえると計画化による企業の資源配分に，そもそも企業組織成立の根拠を
求めようとしたのがCoaseであったといえるのではなかろうか。計画化と
は，J．　K．　Galbraithの言葉を借りれば，　「……計画化とは何が決定される
べきかを決定する機構として価格や市場に頼るかわりに，何がどのような価
格で，生産され消費されるかを上から決めてかかるということである。」と
いう側面をもっている。これはReal　Sphereにおける物的Outputについ
てのみならず，Inputの使用についても適用可能であることを示している。
したがって，Control　Unitは取引のたあに必要とするSelectiveな情報をよ
りどころとして，つねにReal　Unitを統御しなければならないわけである。
このような，権威に基づいた組織による配分機構の選択が，組織の計画化の
意味でもある。我々のフレームが使っている言葉で表現すれば次のようにな
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　くユらうる。サブ組織S－O・iがいくつか集まった集合｛S－O，｝を組織と呼んでいたか
Q5）以下では，｛・｝によって，集合を意味させることがある。
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ら，階層的組織が形成されるプロセスでは，Control　Unitの集合　｛Ci｝
（Control　Sphere）とReal　Unitの集合｛R¢｝（Real　Sphere）との連結によ
って一・・一・対のCiと凡をその中に含むような｛s－o，，｝の階層的集合体が形成
され，組織αがっくられるという風に進展することになる。このようにし
て形成される組織は，発生する取引費用をできるだけ小さくし，かつ不可避
の取引費用にいかに対処するか（これは後述の，企業組織の動機の議論につ
ながる）という目的系列をもち，その実現のためにSelectiveな情報の入手
を通じて適切な手段の選択を行なうという計画化のプロセスを経過する，と
いう意味において合理的主体と呼びうるのである。ではこうして作られる組
織のヒエラルキー構造はどうなっているのか。またそうしたヒエラルキー構
造は，組織の行なう計画化による配分機構にどういつだ影響を及ぼすのであ
ろうか。これが当然次の課題である。
　まず，組織における階層的構造（組織資源の権威的配分のシステムとなり
うるもの）のあり方は，組織を構成するサブ組織S－Oiの連結の仕方いかん
に依存している。これがサブ組織の所有するチャネルの数の調整を通して，
組織の情報流通のネットワークを決めていくことになる。旧稿から，任意の
S－O，についてControl　Unit　CiがReal　Unit凡の上位にあることは明ら
かであった。しかし，Control　Sphereに含まれるControl　Uqitの集合｛Ci｝
の各要素Ct相互の上位，下位関係についての規定は留保していたのであ
る。これを明らかにすることによって，組織の階層構造の全体像を浮きぼり
にさせることができる。あるControl　Unit　Ciが他のControl　Unit　Ck（i，
k・・1，2，…，nかつ∫≒々）に向けてS61ectiveな情報を伝達するとき，その情報
伝達を当該Unitの活動（Activity）と呼ぶことにしよう。したがって，我々
のフレームの中にはm個の活動が存在することになる。Selectiveな情報タ
イプの集合の要素数はつねにm個あり，この数はUnitに関する情報がIn一
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　のftowする場合のみならずOutftowする場合であっても同じである。
（16）拙稿，「経済システムの基本的フレーム（2）」，岡山大学経済学会雑誌第9巻第
　　1号，1977，89ページの反応関数乃の意味を想起すべきである。
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　いま，あるCiが他のCκσ≒のに対して直接に一つ以上の指令的情報
（Directive　Information）を伝達することができるとき，　CtはCゼを直接に
統率する（Supervise）ということにする。さらに，　C，が別のControl　Unit
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　C、（s＝1，2，…ilかつ残たキ5）をCtとC，との関係における同じ情報タイプ
について直接に統率し，Csがまた別のもう一つのUnitを同じ条件で直接に
統率するというように，つぎつぎに連結されてできる鎖の最後のUnitから
一つ前のControl　UnitがC，を直接に統率するとき，　CiはC，を間接に統
　　　　　　（17）秘するという。同じ関係において，，C，はC・，に直接に従属する　（Superor－
dinate）といえるし，またCkはCiに三塁に従属するということができ
る。ここに指令的情報とはSelectiveな情報タイプのうち，それを発信した
Unitが直接にであれ間接にであれ，それを受信したUnitの活動に対して何ら
かの拘束力をもつものをいう。指令的情報が他の情報と区別される最も重要
な特徴は，指令違反をすると法的制裁が発動されるということである。いま，
Control　Unitの集合｛C｝に一つのpartial　orderingを導入しよう。ある
CiがC，を直接に（あるいは間接に）統率するような指令的情報M」∈M
（ブー1，2，…，1ただし，指令的情報タイプの数は1以下である）が存在し，
しかもCtがC，に直接に（あるいは間接に）従属するような他の指令的情報
　　　　　　　　　　　　　　　　　レが一切存在しないとき，指令順序G＞C，σ勲）が成立する。明らかなごと
く，Sel㏄tiveな情報のうち指令的な情報については，その統率（あるいは従
属）の方向は一方的である。しかし，その他のSelectiveな情報のなかには，
どのサブ組織が独占的に情報を収集入手し，他のサブ組織に伝達するかに応
じて上位，下位の関係の方向は多様でありうる。そこで，｛Ci｝にもう一つの
partial　orderingを導入する6　Ciを唯一の発信人とする情報が存在し，しか
もこの情報がC，にとって不可欠のインフ。ットであるとき，情報独占（Mo一
（！7）J．Komai，　A　nti・Equilibrium，1971，　Chapter　6，　pp　76－88．にその発想を負
　うている。Control　Unitは制御活動に携わるのであるから，指令タイプの情報こそ
　に，組織の階層性を明らかにするカギがある。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nopoly　of　Information）1こもとつく順序C．t＞C，（i≒le）が成立する。この
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ユセとき，C．iはCκを情報独占にもとづいて統率しているという。　Ci＞C，であ
　　　　　　の　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロり，かつCi＞C，であるとき，．qはC，を真に統率をしているという。ま
　　　　ヒじ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　む　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
た，Ci＞Ckであり，かつCrc＞Ciであるとき，　CiはC，を仮に統率をし
ているという。C，およびCκとさらに別のC、σ≒々藤5）があって，　CsがCi
を真に統率をし，かつCsがCicを真に統率をし，しかもC、とC，を連
結する鎖と同じ長さの鎖で　CsとC，を連結することが可能であるとき，
CiとC，は同一レベルにあるという。したがって，二つのControl　Unitが
同一レベルになるのは乳それぞれが共通の統率者から同じ距離にあり，かつ
同一回数の伝達によって共通の統率者と連結できる場合にかぎられる。な
お，真に統率するケースについては同一一一一レベルのUnitを見出すのは容易で
あるが，仮に統率するケースについては，指令的情報およびその他の情報の
流れが上下1に錯綜するため，きわめて複雑なものとなろう。各Ci相互につ
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いての統率および従属関係，したがってそれらの連結のあり方が明確になれ
ば，サブ組織S一α相互の階層構造が明らかになるわけであり，それが結局，
サブ組織の集合体である組織の階層構造の全体像を浮きぼりにすることとな
る。階層構造の一つの例示は図1でみられる。この図は多レベル階層のもの
である。例えばC1はC2，　C3　C4の直接の統率者であり，　C5，　C6，　C7等の
間接の統率者である（実線矢印は指令的情報の流れを示す）。もし，C5がある
種の情報について情報独占者であるならば，C2はCsの仮の統率者である
にとどまる（破線矢印は独占的情報の流れを示す）。C2，　C3，　C，tとCs，～，
CiOとC1］，～，　C14とC】5，～，　Cnはそれぞれ同一レベルにある。直接の統
率者は必らずしも同じではないのである。レベルの数は，最も多くの要素を
もつ鎖の長さで測られるとすると，この例は5レベル階層を示している。情
報を独占するControl　Unitが多数あり，各レベルに散らばって存在するよ
うな場合には，仮に統率するケースが多数あることになる。これがヒエラル
キー構造における集権性（Centralization）の程度をいくぶん弱めるものと考
えられる。ここに，集権的であるとは次のことを意味する。　どのレベルの
Ci（i－1，2，…，n）から始めても，その直接の統率者をたどっていけば必ら
ず最後には同じ一つの一　Controi　Unitにたどりつくとき，すなわち，部分順
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　く　　序関係がただ一つの最大要素をもつとき，その連結を集権的であるとよぶ。
集権的であるのは，一切の統率関係が真に統率する場合だけに限られる。も
し，この意味で集権的でない場合，この連結を分権的（Decentralization）で
あるとよぶ。だから，情報独占的Unitが一つでもあれば，その連結は，分
権的であるといえる。
　さて，各サブ組織が，組織のなかの階層構造の枠の中で，自らの役割と一
定の権限を生かして，どのような内容の情報（指令的情報やその他の情報）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（18）村上・熊谷・公文，前掲書，40ページ。彼らは，指令連結と報告連結という二元的
　なタームを使って定義づけている。我々のフレームでは，集権性・分権1生の定義づけ
　を，指令的情報の関係だけで行なっている。
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　ワ。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ロ　　　コ　　　　　　　ロ　　　　　　　　を送り出すことが自分にとり有利であるかということは，サブ組織個有の動
機づけ（Motivation）め問題として重要であるし，・また‘市場の配分機構’から
とって代わって‘計画化による（あるいは権威による）配分機構’を採用する
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　場合に発生する，不可避的取引費用をいかに処理するかということは，組織
個有の動機づけの間題として重要である。前者の動機づけの問題は，組織内
部でのControl　Unit同志の間で発生する点が後者の場合とちがっている。
さらに，これら両者の動機づけは互いに無関係ではない。サブ組織の動機づ
けは，組織自体の動機づけに影響を及ぼすし，その逆もありうるであろう。
しかし，この両者は，もともと別々のインセンティブのもとに動機づけられ
るのが普通である。まず前者の動機づけのケ」スから考察していこう。この
ケースでポイントになるのは，サブ組織自身が，あるインセンティブを通して
サブ組織としての人格と組織としての人格との間のコンフリクトをどう調整
するのかということである。サブ組織は，ヒエラノレキー構造の中で自らの疫
割と権限（Control　Unitの活動に関わった役割と権限という意味である）
を与えられ，ある種の情報（独占的情報とはなりえないもの）を直接の統率者
に送りだすという活動も行なっている。こういつた活動に関係する情報を報
告的情報とかりに呼んでおいてもよい。　このタイプのインセンティブは当該
Unitが報告的情報（これもSe1㏄tiveな情報のタイプである）を他のUnit，と
くに直接の統率者に送り出すときに発生する。つまり，自分が送り出す報告的
情報に何らかの細工を施すことによって，すなわちウソの伝達をすることに
よって自らのReal　Unitをコントv一ルし，何らかの利得をえようとするこ
とがある。ここにいう利得とは，サブ組織個有の活動に対して支払われる報
酬のことである。この種の動機づけの発生に対しては，組織がこうした情報の
1作為的な加工を発見した場合のなんらかの制裁（Sanction）を考慮するとい
う形で解決できる。もともとこういつた動機づけを排除しようとしてもでき
ないのである。つまり，サブ組織のControt　Unitの要素が結局は個人であ
　　　くることを考えると，報酬の評価とかかわった個人の本来的な動機性を，制裁
　　　　　　　　　　　　　　　一70一
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を強めることによって完全に排除しようとするのは望ましいことではないの
である。けだし，制裁をあまりに強化するとControl　Unitのメンバーであ
る個人が雇用契約を破棄するなどして組織を脱退してしまうということがあ
りうるからである。これは組織の効率にとってマイナス要因である。ヒエラ
ルキー構造に欠陥を生じかねないからである。だから，組織は，適切な制裁
を報酬体系のなかに組み込んでおきさえずれば，おおむね解決できる。組織
は，個人が脱退したときにどのような損失が発生するのか，またその個人を
組織にとどめておくためにはどのような報酬を支払わなければならないかと
　　　　　　　　　　　　　　　（19）いうことをつねに念頭においている。
　次に，後者の動機づけについて考察するときがきた。このタイプの動機づ
けの問題は，内部組織の経済学志向にとり，きわめて重要な論点を提供する
ものである。すでに筆者は次の指摘を行なった。組織は，そうでなければ発
生する取引費用をいかに小さくするかという努力（第一の努力とよぶ）と避
けることのできない所与の大きさの取引費用をいかに処理するかという努力
（第二の努力とよぶ）とを実行するものであると。ここで主として関心をよ
せる戦略要因となるものは，第二の努力の方である。第一の努力は，，いわば
合理人が市場利用にともなって発生する取引費用を節約するための用具とし
て組織を考えようとする努力であり，主として組織づくりのプロセスにかか
わっている。この努力は，情報入手の効率性（あるいは取引費用に関する有効
性測度）を高めたり，またヒエラルキー構造における具体的な連結の仕方（集
権的な連結にするのか分権i的な連結にするのか）を決めたりする作業にかか
わる。配分様式の選択を通じて，この努力が組織の効率を決定する。我々のい
まの関心は，こうした組織の効率を左右する要因が与えられたとき，不可避的
に発生する取引費用にどう対処するかに応じた取引様式の交代のメカニズム
（19）問題としている組織の動機づけの議論は，当然にSimonのいうr誘因と貢献の体
　系』にまで及んでいくことができるだろう。H．　A．サイモン，前掲書，1973，第6
　章を参照されたい。
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（第二の努力）を究明することにある。いま，変数vを組織効率係数と呼んで
みよう。さらに不可避的取引費用の大きさを変数αで表わそう。αは組織効
率vの大きさに左右される。さしあたり内部組織の計画化とは，vのパラメ
トリックな作用によって，αをコントm　一一ルすることである。与えられたα
の大きさ次第でαを全面的に甘受して支払うか（したがって，配分様式の交代
はあっても取引様式の交代はない））新たに組織の編成（取引様式の交代を意
味する）に着手することによって，さらにαを節減しうるかどうかの状況に
直面する。・ここに，取引様式の交代とは，他の組織との統合（lntegration）とい
った手段によって新たな組織にまで再編成することである。統合によってα
をさらに節約できると考えるのである。いま，新たな変数σを導入し，これ
を非統合化強度と呼ぼう。非統合化強度とは組織が統合化を望まない強さを
いう。σはvの大きさに左右される。いまや内部組織の計画化は，Vのパラ
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メトリックな作用によって，αのみならずさらにσをもコントロールする
ことであるといえる。αとσ’との間には次の関係があることを知る。不可
避的取引費用αが大きくなればなるほど，統合化への意欲が増大する。した
がって非統合化強度は小さい。逆に，αが小さくなればなるほど，統合化へ
の意欲は小さいから，σは大きくなる。αとσとはこのように互いにトレ
　　　　　　　し一ドオフの関係にある。このとき，トレードオフ関数を，
　　　　　　　　　　　　　T一＝T（σ，α；〃）
とかく。トレードオフ関数はパラメーター変数レによってシフトさせられ
る。σとαのトレードオフ曲線を描けば図のようになる（図2参照）。αが
ある限度αより大きいような場合には，所与の組織効率の下で既成組織の存
続そのものが意味のないものとなり，統合化の強度がきわめて大きい水準で
σの反応はストップしてしまう，すなわち曲線が水平になってしまうように
描かれている。同じくαがある限度αにまで下がるときには，組織は，α
の全面的支払いに甘んじてしまうから，非統合化強度が無限大になる。図2
では，αのところで曲線が垂直になるように描かれている。レはシフトパラ
メーターであるから，りが上昇シフトすることによってトレードオフ曲線を
TT”からTT「へ下方シフトさせるであろう。けだし，組織の効率がよく
なれば同じ大きさのαに対して一層強い統合化への意欲があるであろうの
で，これがσをおし下げることになろうからである。同じことだが，組織の
効率がよくなれば，同じ程度の非統合化強度に対しては，より小さい取引費
用を支払うだけですむであろうからである。ところで，組織はσとαとの
間の選択におけるなんらかの選好体素をもっているかも知れない。もし，．組
織がそのような選好体系を示す無差別曲線群をもっているとするならば，レ
をシフトパラメーターとするトレードオフ曲線のそれぞれについて，その曲
線が無差別曲線と接する点でσとαの最善の組み合わせを見つけることが
できるはずである。図2では，TT”と無差別曲線しと接する点Q，　TTノ
と無差別曲線12と接する点Rで示されている。Vを上昇シフトさせるこ
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とによって，　トレードオフ曲線を下方ヘシフトさせうるから，組織はそうす
ることによってQ点からR点への移動を望むことになるであろう。逆に，
レが下降シフトするときには，そのことが，トレードオフ曲線を上方ヘシフ
トさせうるであろうことは容易にわかる。
　以上が，組織の効率いかんによって生ずる組織の計画化のプロセスの中枢
部分についての描写である。こうした内容をもつ計画化がいかに有限合理的
に，組織によって実行されるかが，およそ組織行動の主たる課題の一つを提示
しているように思われる。もっとも我々のアプローチはせいぜいある種の，
組織の動機性からのそれであるにすぎない。取引費用の節約という観点から，
分析用具は異なっていながら，内部組織の取引様式の効率性を深く究明した
　　　　　　　　　　　ロ　　　く　のWilliamsonも統合の問題について言及している。ここで注目しておきたいの
は彼の関心のなかでも統合化による企業サイズの限界についての所説にかか
わる。彼がもっぱら考察しているのは垂直的統合である。彼は次のように言
う。すなわち，　「組織形態を一定に保ったままで，垂直的統合の程度や企業
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2i）規模がしだいに拡張していくと，内部取引に固有の困難が生じてくる。」これ
は彼が，組織の挫折（Organizational　Failures）と呼んだものの一つである。
統合によって企業規模が拡大すると，内部組織固有の困難，すなわち我々の
タームでいえば，組織効率係数レの決定要因への悪影響がどうしても生じて
くる。組織のチャネル数が思いのほか増大してしまい，組織編成のあとです
ら，処理能力を上まわってしまうことは十分に考えられる。これが情報の有
効性を著しく弱めてしまうだろう。既存の二二チャネルに，新たなチャネル
をっけ加えるための十分な調整能力を組織がもち合わせないかも知れないか
らである。それに加えて調整には時間がかかる場合が多い。けだし，チャネ
ルの調整は学習効果への依存が大きいとされるからである。また，係数レ
の決定要因に対する，またヒエラルキー構造に対するその他の悪影響も考え
（2G）0．　E．　Williamson，　op．　cit．，　Chapter　7．彼独自の展開がみられる。
（21）　O．　E．　Williamson，　op．　cit．，　p　117．
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なければならないだろう。有限合理性によって，　最高位のControl　Unit
が統制できる範囲（Span　of　Control）は一定とならざるを得ないから，ヒ
エラルキーのレベル数が増大してしまうと，サブ組織間の情報交流に大きな
障害が生ずる。これが，情報の有効性に間接に悪い影響を及ぼすことになろ
う。我々の図2で，αがαより大きい領域において，トレードオフ曲線が水
平になるように描いていたのは，所与の組織効率の下で，組織の存続そのも
のを意義なからしめるように作用し，たとえαがα以上に増大したとして
も，統合化強度がそこで静止してしまうという一種の歯どめ効果をそこに含
意させていたことをいま改めて想起しておくべきだろう。
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